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８  リニア中央新幹線の三重・奈良ルートによる早期全線開業の実現 

 （国土交通省） 

【提言・提案事項】制度・予算                                          

 

 

 

 

 

《現状・課題等》 

１ ６月１日の首相記者会見において、平成 57 年に全線開業としたＪＲ東海の従来計画の前倒しを国として支援することが表明されるとと

もに、「経済財政運営と改革の基本方針2016（骨太の方針）」にリニア中央新幹線への財政投融資の活用等の検討が盛り込まれるなど、名

古屋・大阪間の早期開業に向けた機運が高まりつつあります。リニア中央新幹線の東京・大阪間のうち、東京・名古屋間についてはすで

に着工されましたが、リニア中央新幹線の整備効果を遺憾なく発揮させ、全国に波及させるためには、東京・大阪間の早期全線開業が必

要です。 

２ ＪＲ東海の従来計画では、平成39年に東京・名古屋間を開業し、その後、経営体力を回復したうえで、平成57年に大阪まで開業すると

しており、名古屋・大阪間のルートの決定や中間駅位置決定に資する環境影響評価手続きは未だ行われていません。全国新幹線鉄道整備

法に基づく昭和48年の基本計画および平成23年の整備計画において、名古屋・大阪間の主な経過地は、『奈良市附近』と定められていま

す。特に整備計画の策定にあたっては、東京・大阪間の地形・地質等の調査結果や国の交通政策審議会における20回の審議を重ねて出さ

れた答申をふまえ、改めて『奈良市附近』と明記されたものです。このため、名古屋・大阪間のルートは、これらの計画に基づき東海道

新幹線のリダンダンシー機能を備えた三重・奈良を通るルートとし、環境影響評価手続きに早急に着手する必要があります。 

３ 本県では、県と県内全市町等で構成する「リニア中央新幹線建設促進三重県期成同盟会」や、沿線の都府県で構成する「リニア中央新

幹線建設促進期成同盟会」での活動のほか、名古屋以西の中間駅設置予定県である奈良県や両県の経済団体との連携を強化するとともに、

大阪府、大阪市および関西の経済団体で構成する「リニア中央新幹線全線同時開業推進協議会」との連携を図りながら、東京・大阪間の

早期全線整備に向けた取組を進めています。リニア中央新幹線の便益が紀伊半島全域に拡がるよう、名古屋・大阪間の中間駅は交通結節

性の高い位置への設置が重要であり、環境影響評価をふまえたＪＲ東海によるルートおよび駅位置の早期決定・公表が必要です。 

 

 県担当課名 地域連携部交通政策課 

 関係法令等 全国新幹線鉄道整備法 

１ 財政投融資を活用した財政スキームなどＪＲ東海への支援策を早急に検討し、リニア中央新幹線の一日でも早い全線開業を実現すること。 

２ ルートは、災害リスクへの備えとするため、東海道新幹線のリダンダンシー機能を備えた三重・奈良ルートとすること。 

３ 中間駅は、その便益が紀伊半島全体に拡がるような、交通結節性の高い位置とし、早急に駅の概略位置を決定し、公表すること。 
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 【提言・提案項目】 

  １ 財政投融資を活用した財政スキームなどＪＲ東海への支援策を早急に検討し、リニア中央新幹線の一日でも早い全線開業を 

   実現すること。 

 ２ ルートは、災害リスクへの備えとするため、東海道新幹線のリダンダンシー機能を備えた三重・奈良ルートとすること。 

  ３ 中間駅は、その便益が紀伊半島全体に拡がるような、交通結節性の高い位置とし、早急に駅の概略位置を決定し、公表する 
   こと。 

８ リニア中央新幹線の三重・奈良ルートによる早期全線開業の実現 

  （国土交通省） 

リニア中央新幹線の整備効果が遺憾なく発揮されるためには、東京・大阪間の早期
全線開業が必要であり、ルートについては東海道新幹線のリダンダンシー機能を備
えた三重・奈良ルートとすることが重要です。 

「骨太の方針」において、リニア中央新幹
線の早期全線開業をさらに促進させるため、
財政投融資の活用等を検討することが盛り
込まれました。 

【課題】 【現状】 

【リニア中央新幹線延伸による経済効果】 【リニア中央新幹線所要時間比較】 

【地域連携部】 

（リニア中央新幹線全線同時開業推進協議会作成2015.2） 

【６月１日安部首相記者会見】 

・新たな低金利貸付制 
  度によって「21世紀型の 
  インフラ」を整備。 
・リニア中央新幹線の 
  計画を前倒し、整備新幹 
  線の建設加速により、 
  全国を一つの経済圏に 
  統合する「地方創生回 
  廊」を早く創りあげる。 

リニア延伸 
前倒しを表明 
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